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午前９時 00 分 開議  

  開議の宣告 

議長（山田儀雄君） 

 おはようございます。 

 ただいまの出席議員は 12 名で定足数に達していますので、これより本日の会議を開きます。 

 本日の日程は、お手元に配付しました議事日程のとおり行いたいと思いますので、よろしく

お願いをいたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  会議録署名議員の指名 

議長（山田儀雄君） 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員に、６番 山口政治君、７番 安藤雅子さんの２名を指名します。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  一般質問 

議長（山田儀雄君） 

 日程第２、一般質問を行います。 

 町政一般に対する質問の通告がありましたので、受け付け順序に従って発言を許します。 

 なお、質問、答弁とも簡潔・明瞭にされるようお願いします。 

 11 番 岡本隆子さん。 

 質問は一問一答方式の申し出がありましたので、これを許可します。 

１１番（岡本隆子君） 

 おはようございます。 

 きょうは久しぶりの１番バッターということですけれども、頑張りたいと思います。 

 それでは、通告しておきました２点について質問をさせていただきます。 

 １点目です。 

 御嵩町における地域包括ケアシステムの構築実現に向けて。 

 団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年をめどに、重度な要介護状態になっても住みなれた地

域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう医療、介護、予防、住まい、

生活支援が包括的に確保される体制、地域包括ケアシステムの構築を実現させなければなりま

せん。 

 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるた

めにも、地域包括ケアシステムの構築が重要となってきます。 
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 地域包括ケアシステムの構築実現に向けて、私たち御嵩町議会民生文教常任委員会では、こ

とし７月 31 日に熊本県山鹿市の認知症支援の取り組みについて、視察・研修を行ってまいり

ました。 

 しっかりとした認知症施策を展開しておられ、帰ってきてからの委員会の報告・反省会では、

山鹿市の取り組みに学ぶところが多く、今回私が皆さんの思いを酌みながら代表して質問して

いきたいということで、山鹿市から学ぶ認知症支援の取り組みについて質問をいたします。 

 御嵩町では、平成 29 年７月１日現在、人口１万 8,551 人、高齢化率 29.4％、介護認定率

17.4％です。認知症高齢者数は訪問調査が 834 人なので、高齢者の 6.5 人に１人が認知症とい

うことになります。 

 また、内閣府の高齢者白書によれば、平成 37 年、2025 年ですけれども、には５人に１人が

認知症になると推計をされています。 

 御嵩町では、平成 37 年には人口１万 6,993 人、高齢者数 5,821 人で、高齢化率 34.3％と予

想されているので、認知症者数は 1,164 人になると予想されます。認知症支援の取り組みを一

歩ずつ着実に進めていかなければなりません。 

 御嵩町では、これまでに認知症サポーター養成講座を受講した人は 983 人、講師役となるキ

ャラバンメイトが 12 人です。高齢者福祉計画、介護保険事業計画の認知症施策の推進では、

サポーターが男女を問わず地域で活躍できる場の創出に努めますとありますが、御嵩町の現状

はいかがでしょうか。多くの町民や団体、キッズサポーターが受講しているのに、その人たち

の活躍の場があるのでしょうか。 

 一方、山鹿市は人口５万 3,404 人、高齢化率 35.0％、介護認定者は 3,640 人、介護認定率

19.5％です。山鹿市の認知症施策の取り組みのポイントとしては、多様な人材育成と啓発、早

期発見、早期支援体制整備、地域資源のネットワーク構築、地域の拠点づくりです。 

 私たちが視察して特に驚いたことは、人材育成がしっかりなされ、市民がみずから動けるま

ちづくりへとつなげている点です。そして、行政、介護、市民、家族、事業者、専門職がいろ

いろな場面でネットワークできているのです。 

 山鹿市では、１万 7,000 人近い人が認知症サポーター養成講座を受けておりますし、そのう

ちの 603 人がその後の認知症サポートリーダー養成講座を受講し、これは９回受講することに

なっていますけれども、サポートリーダーとして各地域ごとに活動を展開しています。その活

動は、身近なところで認知症の人や家族の相談役となるサポーター養成講座の企画・実施、

小・中校向けのサポーター養成講座の協力、サロンや家族の集いの開催、地域密着型サービス

事業所の運営会議への参加、地域の見守り活動など多岐にわたっています。山鹿市ではリーダ

ーとなった人たちが地域での拠点づくり、ネットワーク構築、新たな人材育成など、多方面に
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寄与しています。 

 可児市では、認知症サポーター養成講座を受講した人は 6,000 人余りと聞いています。その

後、フォローアップ講座もあるというふうにも聞いています。 

 御嵩町においても、サポーター養成講座を終えた人たちに、さらにリーダー養成講座を行う

などして、地域で活動していただける場を提供できるという体制はできないものでしょうか。 

 山鹿市のように人材を育成していけば、市民の認知症理解、相談役、サロンや集いの場への

誘導、講座の開催など市民が展開していけるのです。 

 御嵩町では認知症サポーター養成講座は、団体や町民から要望があれば出向いて講座を開く

方法であると聞いています。定期的に講座を開催して、町民の認知症への理解を深める機会を

提供していただけたらと思います。 

 地域包括ケアシステム構築に向けての地域リーダー発掘、生活支援・介護予防における民間

活力やボランティアの育成のためにも必要なことではないでしょうか。 

 １点目の質問ですけれども、地域で認知症への理解を深め、リーダーとなる人材育成という

視点から、現在の御嵩町の認知症サポーター養成講座の現状をどのようなものだとお考えでし

ょうか。また、今後どのようにして地域で核となっていただけるような人材を育成していきま

すか。 

 次に、具体的な支援の対応策についてお聞きします。 

 地域支援事業では、住民ボランティアによるごみ出し等の生活支援サービスやコミュニティ

サロン、住民主導の運動・交流の場が上げられています。今年度から協議体の会議が始まって

います。住民ボランティアによるごみ出し等生活支援サービスについては、どういう体制をつ

くっていかれるのでしょうか。 

 御嵩町では、各地域でコミュニティサロンや集いの場、カフェなど開催されるようになって

きました。それでも、自治会単位の圏域で見るとまだまだ少ないように感じます。サロンやカ

フェなどの運営には、多くの人たちに手を挙げていただかなければなりません。高齢者が家に

引きこもらず歩いて行けるところに行き場がある、居場所があるということです。小さな単位

でよいと思います。運動の場やカフェやサロン、御飯を食べる場、手芸や生け花をするなど、

いろいろなものがあっていいと思います。とにかく、そういう場づくりの素地をもっともっと

つくっていくことが町の活性化につながると思います。 

 認知症の人が重症になるまで、地域でほっておかれない体制づくりが必要です。自治会の集

会所を使うには使用料も必要ですし、空き家を借りる場合はサロン開設にカップなどの備品も

必要です。また、買い物代行、同行支援、ごみ出しなど、全くのボランティアでは長続きしな

いのではないかとも思います。こういったことに対する助成金を支援できないものでしょうか。
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先ほど申しました人材を育成し、リーダーとなる人たちを育成して、地域で活動できるそのた

めの助成金です。地域でのサロンが歩いて行けるところに開設されれば、地域で見守ることも

できます。 

 山鹿市のことをもう一度紹介しますと、市内に「縁がわ」というサロンが 170 カ所開催され

ていると聞きました。山鹿市は人口５万 3,000 人ぐらいの町ですので、170 カ所というのは大

変多いと思います。その縁がわサロンに毎月 5,000 円の補助金を助成していると聞きました。 

 また、可児市では、地域支え合い活動助成制度でサロンの運営や生活支援サービス、ごみ出

し支援、安否確認、見守り活動などに助成する仕組みもあります。 

 ２つ目の質問としては、地域包括ケアシステムの構築実現のために具体的な対応策として、

ごみ出し等生活支援サービスやサロンの運営・開設準備など、どのような展開を考えていかれ

ますでしょうか。 

 ３つ目の質問として、助成金を支援するということについてはどうお考えでしょうか。 

 以上を聞く３点について、御答弁をよろしくお願いいたします。 

議長（山田儀雄君） 

 民生部長 加藤暢彦君。 

民生部長（加藤暢彦君） 

 おはようございます。 

 それでは、岡本議員の質問の１番目、地域包括ケアシステム構築実現に向けて、認知症支援

の取り組みについてお答えをさせていただきます。 

 高齢者人口につきましては、国内で第１次ベビーブームに生まれた団塊の世代が 65 歳以上

となった 2015 年に 3,387 万人となりまして、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年には

3,677 万人に達すると見込まれております。その後も高齢化人口は増加を続けまして、2042 年

にピークを迎えると言われております。総人口が減少する中で高齢者が増加することにより高

齢化率は年々上昇を続けており、2036 年には 33.3％、３人に１人が高齢者となります。さら

に 2065 年には国民の 2.6 人に１人が 65 歳以上、４人に１人が 75 歳以上の高齢者となるとい

う社会が到来すると推計されております。 

 御嵩町におきましても、高齢化の流れは先ほど岡本議員がおっしゃられたように、国と全く

同じ状況であるということでございます。 

 その中で、今後将来にわたって住民一人一人が豊かな人間性を育み、生きる力を身につけて

いくとともに、年齢や障害などの有無にかかわりなく安全に安心して暮らせる社会、いわゆる

共生社会を実現することが必要であります。 

 そのために御嵩町においては、高齢者を初めとする全ての住民が住みなれた地域で自分らし
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く暮らせるまちづくりを実現するために、地域包括ケアシステムの構築に取り組んでおるとこ

ろでございます。 

 その大きな柱としまして、2015 年の介護保険法の改正に伴い、地域支援事業の拡充を図る

ために在宅医療、介護の連携、それから認知症対策、それから地域ケア会議、それから生活支

援の充実強化に重点的に取り組んでおるというところでございます。 

 御質問の１番目、認知症サポーター養成講座の現状、それから今後の地域の核となる方の育

成についてでありますが、まず御嵩町におけるこれまでの認知症対策の現況について、説明を

させていただきます。 

 まず、認知症サポーター養成講座でございます。 

 こちらにつきましては、平成 21 年度より毎年行っておる事業でございます。現在まで小学

生から高齢者の方まで、先ほど議員もおっしゃられましたけれども、983 人の方が受講をされ

ております。今年度も講座を開催するという予定でおります。 

 ２番目、認知症カフェでございます。 

 認知症の理解と介護等の悩みなどを共有する相談の場といたしまして、平成 26 年度より行

っております。今年度は既に２回開催しておりまして、あと２回、今年度中に開催するという

予定でおります。 

 ３番目、徘回高齢者ネットワーク「ほっとねっと」でございます。 

 こちらは、高齢者の方が行方不明となった場合に警察と役場が連絡をとって、地域の協力機

関の方々へ情報を発信し、捜査協力、声かけであったり情報提供をお願いしておるものでござ

います。 

 現在、認知症登録者数は 17 名でありますけれども、潜在的にはもっといらっしゃるという

ふうに思われます。認知症のある御家族のことを表立って言うということはなかなか難しいこ

とではございますけれども、行政や地域に対して、そういった情報の提供もある程度必要かな

というふうに思っておるところでございます。現在、町内外で協力機関、それから個人合わせ

まして 285 件のネットワークとなっております。 

 ４番目です。徘回高齢者早期発見システム端末機対応事業でございます。 

 こちらは、認知症高齢者に対しまして、ＧＰＳ端末の貸与事業を行っておるということでご

ざいます。今年度は１名の利用ということでございます。 

 以上のように認知症対策の施策を実施してきておる状況でございます。 

 さて、認知症患者は 2025 年には 700 万人を超え、65 歳以上の５人に１人は認知症に罹患す

ると言われております。今後、認知症に罹患された方々が住みなれた地域で当たり前のように

暮らしていくことができるために、地域の中で認知症を正しくするために、認知症サポーター
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養成講座は非常に有効であるというふうに考えております。 

 さらに今後は、講座を受講された方々がサポーターとして、地域の中で何ができるかを考え

ていく必要があるというふうに思っております。 

 そのために来年度より、生活支援体制整備事業として配置を予定しております生活支援コー

ディネーターが中心となり、今年度より配置されました生活支援体制整備のための協議体の中

で、このサポーターと連携した支援体制の創出に取り組んでいきたいと考えております。 

 また、来年度、社会福祉士、それから保健師、それから医師などで構成します認知症初期集

中支援チームや認知症地域支援推進員を設置し、認知症の早期発見、早期支援体制の整備を行

うということを考えております。 

 議会民生文教常任委員会で視察されました山鹿市の取り組みを初め、他の自治体の活動も参

考にしながら、御嵩町の実情に合った取り組みをさらに考えていきたいと思いますので、議員

の皆様のアドバイスをいただければ大変ありがたいというふうに考えております。よろしくお

願いをいたします。 

 質問の２番目、ごみ出し等生活支援サービスやサロンの運営・開設などについて、施策の推

進についてでございますが、ごみ出し等の日常生活における生活支援については、今後生活支

援コーディネーターが中心となり、生活支援体制整備のための協議体の中で、地域の中での既

存の生活支援などの支え合い活動の発見や情報発信することにより、支え合い活動を他の地域

へ広げていくこと、また、既存では存在しない日常生活に必要な支援をボランティア、または

民間などの力をかりて、新たな支援の形を創出すること、地域の中での将来の支え合い活動の

核となる新たな担い手づくりなどの取り組みを行っていきます。 

 また、現在、社会福祉協議会において、生活支援担い手養成講座を受講終了された方を中心

とした高齢者のちょこっとした困り事に対して、ちょっとだけお手伝いをさせていただくこと

を目的としているボランティア、ちょこっと支え合いサポーターが今年度より活動を始めまし

た。また、今年度から実施のボランティアポイント制度により、登録した方々の支援活動も行

われておりますので、このボランティアの方々の活用方法についても検討していきたいと思い

ます。 

 サロンについてでございますが、高齢者の方々が元気で暮らし続けるために必要なものは、

サロンに代表される人それぞれの居場所にあると考えております。町ではそんな高齢者が地域

で集える場所、おしゃべり中心のサロン、運動教室や趣味の教室などの情報をまとめた集いの

場ガイドを作成し、冊子にしたり、町ホームページに掲載したりして、情報の提供をしており

ます。新たなサロンの運営・開設準備に関しては、来年度からの実施を目指して、御嵩町社会

福祉協議会においてサロン活動の支援体制の整備を現在計画している状況でございます。 
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 先ほども申しましたが、町としては、サロンに代表される居場所づくりが大変意義のあるも

のだと認識しております。しかし、目を全方位に向けて考える必要もあると思います。例えば、

今まで喫茶店に行っていた人が、近くにサロンができるとそちらに行くようになると考えられ

ます。当然喫茶店の売り上げが減ってしまうということも考えられます。余り積極的に町がサ

ロンづくりに加担してしまうと、民業圧迫にもなるということも考えられます。既にある居場

所は生かしていくなど、それぞれの地域の実情に合った形での居場所づくりを進めていくこと

が大切かと考えております。 

 地域的に集まりやすい場所があって、自分たちでやりたいということであれば、それは投資

をしてあげたいですし、そうしないといけないというふうに考えておりますが、行政が先頭を

切って何が何でもというようなスタンスではいけないというふうに考えておるところでござい

ます。 

 質問の３番目、助成金の支援につきましては、岡本議員より紹介のありました可児市地域支

え合い活動助成制度などを参考とさせていただきますが、決して助成金ありきではなく、ちょ

こっとみんなでお茶でも飲みましょうかとか、次はみんなでかわりばんこにやってみようかと

かなど、地域でのいろんな形のちょっとした集まりを広げていく、いわゆる地域力の底上げも

重要かと思われます。その中で、御嵩町の実情に合った助成の形を今後検討していきたいと思

います。 

 なお、先ほど御答弁の中で紹介いたしました御嵩町社会福祉協議会では、サロン活動の支援

体制の整備の中で助成金についても検討しているところでございますので、紹介をさせていた

だきます。 

 以上、答弁とさせていただきます。よろしくお願いします。 

〔11番議員挙手〕 

議長（山田儀雄君） 

 11 番 岡本隆子さん。 

１１番（岡本隆子君） 

 御答弁ありがとうございました。 

 今、御嵩町で取り組んでいてくださっています徘回高齢者「ほっとねっと」、これは本当に

285 件のネットワークをつくっておられるということでありがたいなというふうに思っていま

すし、それから認知症カフェもことし年４回ということでやってくださっているということで、

徐々に進んできていると思っています。 

 今、御答弁の中で、認知症を正しく理解するために認知症サポーター養成講座は非常に有効

であると答弁をされています。私が思いますに、やっぱり地域包括ケアシステムの構築の成否
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は互助ですね、つまり住民の活動の支え合いが鍵を握っているのではないかというふうに考え

ています。 

 地域の支え合いの土壌を、とにかくそういう土壌をつくっていかなければならない。そうい

う意味でも理解してくださる方、そういうサポーターの数をふやしていくということは大事な

ことだと思います。 

 山鹿市は人口５万 3,400 人でサポーターが１万 7,000 人ですから、３人に１人がサポーター

という、ですから御嵩町でも五、六千人ぐらいは夢ではないということかなというふうに思い

ます。それで、サポーター養成講座は有効であるというふうに答弁されていらっしゃいますの

で、今後サポーター養成講座は何回、どのような形で開催されるのかお尋ねをします。 

 認知症サポーター養成講座ですけれども、御嵩町では平成 21 年から始まっていますね、

2009 年から。当初は年間 10 回とか 11 回とか、とても多いんですけれども、たくさん開催し

てくださって、いろんな団体が講座を受講してくださっているんですけれども、ここ二、三年

は年１回とか２回とか、そんな感じになっていますので、今後あと何回どのような形で開催さ

れるのかということと、それからサポーター養成講座が今、出前方式だというふうな、この団

体に対して行ってやるという出前方式だというふうに聞いていますけれども、それだけではな

くて、例えば地区別とか自治会などにも出向いていって、こういう講座があるよということを

ＰＲしていただいて、とにかく町民の中でそういう理解者をふやしていくということができな

いものかというふうに思いますので、今２つ言いましたね。何回、どのような形で開催される

のか、あと開催方法をもっと出前方式だけではなくて、地区別などふやせないかということで

す。 

 それから、あともう一つですけれども、認知症サポーターの受け皿といいますか、地域で、

この高齢者福祉介護計画の中にも、認知症サポーターの方たちが地域で活躍できる場をつくっ

ていくということがうたってあるわけですね。そういう意味で、このサポーターの方たちが、

今までに 983 人が受講されているということなので、この方たちをどういうふうに活動してい

ってもらうかということで、先ほどもちろん生活支援コーディネーターの方と連携をしてとい

うことなんですが、もう少し具体的に、認知症カフェを今やっていただいているので、そうい

う場に出向いていただくとか、それからグループホームとか、そういうところに出向いていた

だくとか、今ある御嵩町の地域密着型事業所、そういうところとまずは連携をとっていただく

とか、そんなような具体的な受け皿ということが何か考えられないかということです。 

 それから次ですけれども、来年度から生活支援コーディネーターを置いて、サポーターと連

携して支援体制の創出に取り組んでいくということなんですけれども、この生活支援コーディ

ネーターというのが非常に重要な鍵を握るわけですね。それは、部長との話の中で、本当に重
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要な役だということを認識しているんですけれども、問題はそういう地域の実情をよく把握し

ているコーディネートできるような人をどうやって選ぶのか。協議体の中から選ぶのか、外部

の人になっていただくのか、そこら辺のことをどういうふうに、生活支援コーディネーターと

いうのはどうしても置かなきゃいけないわけですから、どういうふうにしてそれを選ばれるの

かなということが少し懸念されることであります。とにかく地域で支え合う土壌をつくってい

くというのは、あらゆる手段を使って進めていかなければならないと考えています。 

 それから、次の質問ですが、新たなサロンの運営・開設準備の助成金で、２番目、３番目を

まとめての再質問ということになるんですけれども、これ非常に社会福祉協議会などでサロン

活動、今整備を計画中ということで、また助成金についても検討中ということなので、これは

ぜひ進めていただきたいと思うわけですけれども、予算が伴うものについては、当然町のほう

から予算的な配慮といいますか、予算措置はしていただけるんでしょうねということが次の質

問です。 

 それから、最後の再質問ですけれども、先ほど部長が喫茶店のことで、近くにサロンができ

ると民業圧迫になることも考えられるので、余り町が積極的にサロンづくりに加担できないと

いうふうにおっしゃったことに少しひっかかりがあるんですけれども、サロンイコール喫茶店

というふうに考えるとそうなってしまうんですが、それは部長も言っておられるように、地域

の実情に合わせてということで、みんなで集まって御飯をつくったり、何かをつくったりとい

うことで、それは手芸であっても、何かちょっと体操でも、いろいろそういう取り組み事例を

紹介しながら、自治会長会などで働きかけていただくことができないものかというお願いです。

この認知症サポーター養成講座も自治会でもやれますよとか、サロンとかこういうのをぜひ地

域で積極的に進めてくださいということを、やっぱり町の方針を説明しながらそういうところ

にも出向いて行って、やっていただけるといいかなあと思います。 

 それで、最近聞いた成功事例ですね。100 歳まで御嵩町で元気に暮らすという町でやってい

ただいた、あの後にできた伏見の西町のサロンが、そのとき、それをきっかけにできたと聞い

ておりまして、非常に町の働きかけが有効であったなあというふうに思います。西町なんかで

すとみんなで、まず女性が集まってお昼におやきとか、６月ぐらいは朴葉ずしをつくったり、

８月は暑いでおやきをつくろうかとか、冬になったら豚まんをつくろうかみたいな、そういう

ことをやられると、男性もちょっと俺も行くわって結構ぞろぞろと大勢出かけてこられるみた

いで、８月も、もうやめようか、暑いでと言うと、いえいえ、何でもいいで何かやったほうが

ええぞって男の人から声が出るぐらいだというふうに聞いていますし、とてもこういい事例だ

と思うんですね。 

 それから、地域包括支援センターの「包括支援レンジャーだより」という回覧なんですけれ
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ども、ここでは上之郷の眞ちゃんサロンというのが紹介されていまして、こういうふうに地域

でとてもうまくやっていらっしゃるところもあるので、こういったことを紹介しながら本当に

民業圧迫にならない、実情に合わせてということで、地域で展開していただけるといいかなあ

と思いますので、そういった自治会へ出向いての働きかけをお願いしたいと思いますが、その

あたりの見解をということで、以上６点、再質問をお願いします。 

議長（山田儀雄君） 

 民生部長 加藤暢彦君。 

民生部長（加藤暢彦君） 

 御質問がいっぱいございましたので、ちょっと全部言えるかどうかあれですけれども、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 まず、認知症サポーター養成講座の今後の開催予定についてでございますけど、こちらにつ

きましては、先ほども答弁の中で、岡本議員の今の御発言の中にございましたけれども、サポ

ーター養成講座というのが 2009 年から毎年開催しております。今までキッズサポーター養成

講座であったりということで、子供対象に実施したこともございますし、それから婦人の会の

皆さんであったり、商工会の婦人部の皆様、そういった方を対象にやったり、あるいは上之郷

小学校、御嵩小学校に出向いて養成講座を実施したこともございます。 

 今年度につきましては、11 月 30 日に東濃実業高校、それから 12 月１日に、こちらのとき

に民生委員に対してこのサポーター養成講座を実施するということで、今計画をしておるとこ

ろでございます。 

 東濃実業高等学校につきましては、こちらについては岐阜県のほうから要請がございまして、

県のほうから平成 29 年度認知症サポーター養成講座の講師派遣についてということで、こち

らは民生部の保険長寿課長宛てに県のほうから依頼文書が来て、それを受けて実施するという

ものでございます。 

 参加者でございますけれども、これは東濃実業高校の福祉看護類型を選択された２年生の方

15 名が対象ということでございまして、東濃高校の介護実習室のほうで実施をさせていただ

くということでございます。 

 それから、12 月１日の民生委員の認知症サポーター養成講座でございますけど、こちらは

民生委員さんのほうからぜひともやっていただきたいと要望がございましたので、それを受け

てやる形でございます。 

 先ほどの岡本議員のお話の中でございました、2009 年始まったころには回数も多くて参加

者も多かったということで、ここ近年は参加者も伸び悩んでおって、回数も少ない状態である

と。これについてどう思うかというような御質問もあったかと思います。確かに、最初の
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2009 年のときに回数も多くやらせていただいて、なおかつ認知症サポーターってどういうも

のやろうということで、町民の方の関心も非常に高く、募集をかけるとすぐ応募が埋まってし

まうような状況でございましたけれども、なかなか年数がたってきますと、やっぱりそういっ

たことの興味も薄れてくるというようなことで、募集をかけてもなかなか人が集まらないとい

うような状況もございまして、出前講座に切りかえておるというような状況でもございます。 

 ただ、先ほど山鹿市の事例もお聞かせいただいておる中で、ちょっと数字を拾ってみたんで

すけれども、山鹿市のほうが人口が５万 3,404 人、それで認知症サポーター養成講座の参加者

が１万 6,725 人だと思うんですけど、この数字で割りますと市民の参加率が 31.3％となりま

す。御嵩町のほうでございますけれども、御嵩町の今の最新の人口１万 8,507 人でございます

けど、このうち認知症サポーターの養成講座の参加者が 983 人、参加率が 5.31％となってい

ます。ここにまず大きな違いがあるなというふうに思っております。 

 御嵩町で、山鹿市並みの 31.3％という参加率が出ますと、5,792 人が参加するというような

数字になるわけでございまして、山鹿市のほうですごいなあと思うのが、まず認知症サポータ

ー養成講座への参加の人数が多い、これは一重に行政のほうもかなり頑張られたんだろうなと

いうふうに思っておりまして、この辺のやり方についてもちょっと研究させていただきたいな

というふうに思っておるところでございます。 

 あと、サポーター養成講座の中から今度 603 人の認知症のサポートリーダーの方がいらっし

ゃるということで、こういった方々がいろんな施策の講師になって出ていかれているというこ

ともございますので、そういったふうになれば大変行政側にとってはありがたいことなんだろ

うなというふうに思っております。 

 ちなみに、この割合で御嵩町が、今 983 人ですけど、983 人の中でサポートリーダーになる

という割合は、山鹿市と同じパーセンテージで考えますと 35 人という数字が出るんです。こ

れは、35 人という数字の方がそういった施策に協力して、講師とかそういうのに行っていた

だければ、これは大変ありがたいかなというふうに思っておりますので、こういったやり方

等々につきましても、山鹿市に行かれた議員さん、皆さん行っていらっしゃいますので、また

こういったアイデアをお聞かせいただければ大変ありがたいかなというふうに思っております。 

 それから、２番目でございます。これはサポーターの受け皿をもっと広げられないのかとい

うような御質問であったと思います。まず、先ほどの話とも続くんですけど、認知症サポータ

ー養成講座に行っている人が御嵩町は 983 人おりますけど、山鹿市の場合ですけど、先ほども

言いましたように１万 6,725 人の方が行って……。 

議長（山田儀雄君） 

 民生部長、簡潔にお願いできませんでしょうか。 
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民生部長（加藤暢彦君） 

 わかりました。 

 その中で、認知症サポーター養成講座のほうからリーダーになった方は、そういった講習を

受けていらっしゃるということですので、そういった講習を受けるということもやっぱり必要

かなというふうに思っています。 

 認知症サポーター養成講座を受けられて、そのまま講師になるというのはなかなか難しいと

いうふうに思いますので、山鹿市は９回の講座を受けさせたということもございますので、そ

ういったことも参考事例にしていきたいというふうに思っております。 

 それから、生活支援コーディネーターをどうやって選ぶのかでございますけど、こちらにつ

きましては、生活支援コーディネーターは、議員おっしゃられたように地域のことに内通して

いる、よく知っていらっしゃる方で、介護保険の仕組みを知っていたりとか、そういったこと

が必要ということで、それ相応のスキルが必要ということで、大変な仕事かなというふうに思

っております。これにつきましては、どこの自治体もなり手を探すのに大変苦労をしておると

ころでございまして、その辺についてこれから検討していくということになるわけでございま

すが、ということでございます。 

 それから、サロン運営でございます。こちらについては、町の予算の配慮があるのかでござ

いますけど、こちらは社協が行いますサロン開設の支援計画については、現在、御嵩町社協の

ほうが独自で実施するということでございまして、現時点で町のほうから補助金とかそういっ

たものを出すという計画はございません。 

 それから５番目、民業圧迫、サロンの形態でございますけど、こちらについては、自治会長

会でのお話ですね、済みません。自治会長会でのお話でございますけど、こちらにつきまして

は、先ほども私申しましたけれども、居場所づくりは大変大切であるという思いはあるわけで

ございますけど、何が何でもというスタンスはやっぱりいけないというふうに思っておるとこ

ろでございます。先ほども申しましたように、地域における実情がございますので、その実情

に合った形でのお話の仕方、お願いの仕方になるのかなあというふうに思います。したがって、

自治会長会で全員の自治会長さんに一律にお願いするという形ではないというふうに思ってお

りますので、よろしくお願いをいたします。以上でございます。 

〔11番議員挙手〕 

議長（山田儀雄君） 

 11 番 岡本隆子さん。 

 岡本さんに申し上げますけれども、あとの質問も長くならないように、簡潔にお願いしたい

と思います。時間もありますのでよろしくお願いします。 
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１１番（岡本隆子君） 

 あと 20分ですので。 

 再質問はしませんけれども、人材育成ということで山鹿市では行政が頑張られたというふう

に今言われたんですけれども、この人材を育てていけば、最初は大変かもしれませんが、その

後は本当に市民の方たちの手でどんどん広がっていくということを山鹿市では聞いてきたので、

そのあたりをしっかり研究していただけたらと思います。 

 それから、社協のほうの補助金は今のところ計画はないということなんですが、そのあたり

のことも、これ全くそういうのがないと社協独自でじゃあサロンに補助金をとか、そういった

ことは難しいのではないかなというふうに思うんですが、そこらもよく検討していただきたい

と思いますので、１番の質問はこれで終わります。 

 次です。 

 放課後児童クラブのさらなる充実に向けてということで質問をします。 

 放課後と夏休みの子供の居場所についてということで、まずは放課後児童クラブについてお

聞きをします。 

 御嵩町では、放課後児童クラブは、御嵩小学校では定員がことしから 40 名ふえて 120 名に

なり、上之郷小学校では定員 15 名、伏見小 40 名という体制で取り組まれています。利用料は

月 4,000 円と他の近隣と比べても負担の少ない利用料であり、大変頑張って取り組んでいただ

いていると思っています。 

 現在の利用者は、上之郷が定員 15 名に対して 16 名、御嵩小では定員 120 名で利用者 106 名、

伏見小は 40 名で 40名が利用登録しているというふうに聞いています。ことしは希望者が全員

利用できていますけれども、今、この定員枠ほとんどいっぱいの状態で、来年度以降について

はどのような予測をしていらっしゃいますでしょうか。 

 １つ目の質問ですけれども、この放課後児童クラブについて待機児童が出ることはありませ

んか。 

 次に、夏休み等長期休暇の放課後児童クラブについてお聞きをします。 

 働く保護者にとって、長期休暇は朝から晩まで子供だけで家で過ごすことに不安を感じてい

らっしゃる方があると思います。子供が高学年になっても同じです。それで、近隣を調べてみ

ますと、可児市では夏休み、春休み、冬休みクラスを開設しています。美濃加茂市も１カ所で

夏休みに開設をしています。御嵩町では夏休みクラスがないために、４月から申し込まなけれ

ばならず、夏休みが終わると利用者が少し減るという話も聞いたことがありますが、実態はど

のようでしょうか。 

 ２つ目の質問として、夏休みクラスの開設については、アンケートをとるなどして保護者の
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意向を聞く必要もあろうかと思いますが、どのようにお考えでしょうか。 

 次に、放課後児童クラブでのおやつについてです。 

 先般、子供の食と発達障害を考えてみようという講演を聞きました。これは教育長も参加し

てくださり、とてもよい内容の講演だったので、このような講演を教育長と同席できたことを

とてもうれしく思いました。 

 今は働くお母さんが多く、とても忙しくされています。時にはコンビニ弁当、レトルト、冷

凍食品を使われ、そういったものは家事をする者にとってもありがたいものですが、頼り過ぎ

るとカルシウム、マグネシウム、鉄、亜鉛など、つまりミネラルが不足をしてキレやすくなる

など、健康障害も生じさせることもあります。自閉症スペクトラム、広汎性発達障害、引きこ

もり、家庭内暴力、キレやすいなどの子供たちがミネラルを意識的に摂取することで症状がと

ても改善されたという報告をその講演会で聞きました。何百人もの子供たちの相談に乗ってい

る体験からのお話でした。 

 そこで、３つ目の質問としまして、給食センターには管理栄養士の先生がいらっしゃるので、

教育委員会の中で連携をとっていただいて、放課後児童クラブで提供するおやつについてもア

ドバイスをいただけるような体制ができないものでしょうか。 

 次の質問ですけれども、放課後児童クラブの支援員の処遇についてお聞きします。 

 支援員を募集しても勤務時間の問題等があり、募集に応じてくれる人が少ないとお聞きして

います。こうした現状から抜け出すためにも、以前から民生文教常任委員会でも支援員の主任

制をとることについて発言をしてきました。 

 厚労省の放課後児童クラブ関係、平成 29 年度予算のポイントというところを見ますと、放

課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業について、勤続年数や研修実績に応じた賃金改善

に要する費用を補助するとあります。こうした国や県の補助をいただきながら、御嵩町でも勤

続年数や研修実績に応じた賃金改善を図るなどして主任制度を設けることができないものでし

ょうか。これが４つ目の質問になります。 

 ５つ目の質問ですけれども、放課後子ども教室についてです。 

 放課後子ども教室は、地域の皆さんが自分のできることで子育てを応援するということと、

地域伝統的文化を子供たちに伝えようということで、地域のいろいろな方が出向いて取り組ん

でくださっています。現在、上之郷小学校では、１年生から３年生までが月に２回、Ａチーム

とＢチームに分かれて、英語、尺八、スポーツ、盆踊り、ハンドベル、民謡、三味線など、50

分間ではありますけれども、地域の人たちに教わりながら楽しく過ごしています。以前に上之

郷小学校だよりで、子供たちがとても楽しみにしているという記事も読みました。 

 このような取り組みが御嵩小学校や伏見小学校でもできないものでしょうか。参加してくだ
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さる方にはボランティアポイントが使えるなど、工夫も必要かと思います。これからますます

元気な高齢者もふえてきます。地域で子供たちとかかわりながら見守っていけたらよいと思い

ますので、教育長の見解をお聞かせください。教育長、よろしくお願いいたします。 

議長（山田儀雄君） 

 教育長 髙木俊朗君。 

教育長（髙木俊朗君） 

 皆様、おはようございます。 

 岡本議員の御質問の５点についてお答えいたします。 

 初めに１点目の来年度以降についての待機児童について、予測はどうかについてです。今ま

で取り組んできた流れや、現状及び予測についてお答えいたします。 

 放課後児童クラブは平成９年の児童福祉法改正により、放課後児童健全育成事業として位置

づけられ、御嵩町では平成 13 年４月１日より御嵩町放課後児童クラブの設置及び管理に関す

る条例を施行、入部資格はクラブを設置する小学校の第１学年から第３学年までの児童であり

ました。平成 13年９月、御嵩小学校の低学年図書室を利用して１教室初めて設置、平成 14年

９月、伏見小学校の会議室を活用して１教室設置、平成 20 年４月、御嵩小学校の低学年余裕

教室を活用して１教室増設して２教室に、そして、所管を福祉課から教育委員会学校教育課へ

移管いたしました。 

 平成 24 年８月、子ども・子育て関連３法が成立し、児童福祉法の一部改正で入部対象児童

が第３学年までの児童から小学校就学児童全員６年生までが対象となりました。さらに、設備

及び運営基準の条例化が進み、平成 27 年４月１日より御嵩町放課後児童クラブの設置及び管

理に関する条例の一部を改正する条例を施行、上之郷小学校区放課後児童クラブを１教室上之

郷保育所内に新設いたしました。放課後児童クラブの入部資格も小学校の第１学年から第６学

年までの児童へと広がりました。 

 今年度４月１日の現状は 173 名、総数ですが希望し、156 名が入部いたしました。待機児童

は４月当初は 17 名でございました。定員 15 名の上之郷小児童クラブと、定員 40 名の伏見小

児童クラブは、ほぼ定員どおりで問題はありませんでしたが、御嵩小児童クラブは、Ａ、Ｂの

２教室で定員 80 名のところ、３年生までの 100 名を特例で入部させました。それでも 16名の

待機が出たため、御嵩小学校の余裕教室を活用して、もう１教室増設するようにいたしました。 

 平成 29 年の７月３日に御嵩町放課後児童クラブの設置及び管理に関する条例施行規則の一

部を改正する規則を施行して、御嵩小学校を３教室といたしました。議会の皆様方の御理解の

おかげで夏休み前に施設の工事は終了し、夏休みから３教室でスタートいたしました。本当に

ありがとうございました。そのおかげで御嵩小学校が３教室となり、今年度の７月 21 日の現
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状では、前の待機児童にも連絡し、158 名が入部という形で待機児童ゼロとなりました。 

 各児童クラブは次のような現状であります。上之郷小児童クラブは定員 15 名に 16名入部し、

待機児童ゼロ、御嵩小児童クラブＡは定員 40名に 35名入部し、待機児童はゼロ、御嵩小児童

クラブＢは定員 40 名に 34 名入部し、待機児童はゼロ、御嵩小児童クラブＣは定員 40 名に 34

名入部し、待機児童はゼロ、伏見小児童クラブは定員 40 名に 39名入部し、待機児童はゼロで

あります。御嵩小児童クラブは１教室ふえた上に、退部した児童もいたため、各教室は余裕の

ある状態になりました。 

 平成 30年度の見通しは、平成 29年度の現在の１年生から５年生までがそのまま入部を希望

し、進級したと想定し、新１年生の数は今年度の実績と想定した場合、各教室の許容数から見

て 30名ほどの待機児童が出る予測になります。 

 入部の優先順位は、御嵩町放課後児童クラブの設置及び管理に関する条例施行規則の第５条

に従っていきます。第５条には、入部の優先順位は学年の低い児童を優先すると規定されてい

ます。また、同じ学年の場合にはどうするかといいますと、また規定で母子家庭、父子家庭を

優先する等々の規定がされております。それに従っていくわけですが、このような予測ですの

で、４年生以上の皆さんは本当に特別な理由がない場合に限りまして、家庭での自立を期待し

ているところでございます。 

 次に、２点目の夏休みの開設についての考えについてお答えいたします。 

 現状の開設状況に夏休みのみの開設もプラスするためには、教室及び支援員・補助員の確保

が必要です。教室は、現在開設している教室のほかに夏休みのみの教室を新設するということ

は、今のところ計画しておりません。年間を通した支援員・補助員の募集でも大変厳しい状況

です。さらに、２交代制となる通常の夏休みの教室の支援員・補助員の募集も本当に厳しい現

状です。 

 ここで、支援員・補助員の現状を報告いたします。上之郷小児童クラブの支援員・補助員は、

４月は３名、夏休みは６名、現在は３名で対応しています。御嵩小児童クラブＡは４月は６名、

夏休みも６名、現在は４名です。御嵩小児童クラブＢは４月は５名、夏休みは６名、現在は４

名です。御嵩小児童クラブＣは、４月は開設していないのでゼロ、夏休みは６名、現在は３名

です。伏見小児童クラブは４月は５名、夏休みは７名、現在は５名です。 

 夏休みのみの教室を新設する予定は現在のところありませんが、本年度の夏休みのように各

教室が定員に満たない場合なら、許容数までの児童を７月上旬には夏休みのみの募集を行うこ

とはできます。利用料については可茂地区の他の市町村のように通年者はそのまま、夏休みの

みの子は７月と８月分を含めて１万円程度になると思います。 

 次に、３点目の提供するおやつについて、給食センターの連携を図り、より質のよいものに
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する体制はとれないかについてお答えいたします。 

 向陽中学校は昨年度、文部科学省と県教育委員会から、スーパー食育スクール研究校に指定

されました。研究テーマは、「健全な食習慣の形成による健康な体づくり」、サブテーマは、

「鉄とカルシウムの栄養指導を通して」であります。鉄、カルシウム等のミネラルの摂取を中

心に、栄養のバランスのとれた食習慣の形成や生活習慣の改善に取り組んできました。その研

究成果をことしの１月 25 日、文部科学省第２講堂で、向陽中学校の栄養教諭と御嵩町教育委

員会の指導主事が堂々と発表し、高い評価を受けました。その評価を受けて、ことしの 11 月

９日鹿児島市で開催される第 68 回全国学校給食研究協議大会でも向陽中学校が発表すること

になっております。 

 向陽中学校の栄養教諭は、御嵩町学校給食センターの栄養士でもあります。放課後児童クラ

ブで提供するおやつは、１回の予算は 50 円程度でありまして、内容はヤクルト１本と袋入り

のお菓子１袋であります。支援員・補助員が工夫して購入しています。御嵩町学校給食センタ

ーでは、ミネラルの豊富な給食メニューに努めておりますので、放課後児童クラブで提供する

おやつについても、給食センターとの連携を図り、より質の高いものにするよう、ミネラルの

豊富なお菓子の情報提供等に努めていきます。 

 次に、４点目の支援員のさらなる処遇改善と、主任制度をとることについての見解について

お答えいたします。 

 先ほど報告いたしましたように、通常は各放課後児童クラブの支援員・補助員は、各教室３

名から５名で編成しています。夏休みは午前と午後に分け２交代制とするため、各教室５名か

ら７名で編成しています。 

 各教室の支援員・補助員は、月ごとに互選で役割を決定し、協議をしながら勤務日を決定し

たり、職務を遂行したりするようにしております。 

 各教室には、常時３名の支援員・補助員が指導する体制をとっています。支援員・補助員は

常に情報交流に努めていて、職務を遂行する上で問題もなく、現時点で主任制度を導入してほ

しいという要望はありません。 

 各学校ごとの児童クラブは、毎月１回、全員の支援員・補助員による職員会を開催し、教育

委員会学校教育課から主任、副主任が出席しています。支援員・補助員からの報告や課題につ

いて聞き取り、学校教育課からの支援・指導を明確にしています。放課後児童クラブの運営を

保護者と連携して進めるとともに、保護者自身が互いに協力して子育ての責任を果たせるよう

な支援を学校教育課が推進していくようにしております。 

 また、学校との連携を積極的に図っております。平成 22 年度より各学校の児童クラブの職

員会には校長か教頭が出席し、情報交流に努めるようにしてきました。御嵩小学校では、学校
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のお便り等は、職員室に放課後児童クラブ用のポストを設置し、毎日ポストの中身を取りに来

られるようにしてきました。子供の生活と遊びの場を広げるために、学校の運動場や体育館等

の利用についても連携を図っています。さらに、子供の病気や事故、もめごとなどに備えて、

日常から学校や地域の医療、保険、福祉等の関係諸機関との連携を図るようにしております。

事故やけがの防止に向けた対策や、発生時の対応に関するマニュアルを作成し、事故やけがが

発生した場合、速やかに適切な処置を行うよう努めております。 

 通う児童も預ける保護者も安心できる放課後児童クラブを目指しております。支援員・補助

員の皆さんは、本当に多くの留意事項や活動内容を熟知して指導に当たるよう努めてみえ、本

当に感謝しております。だからこそ、平成 29 年４月１日から適用されている厚生労働省の放

課後児童支援員等処遇改善等事業については、情報収集に努め、賃金改善等検討していきたい

と考えております。 

 最後、５点目の放課後子ども教室を御嵩小学校や伏見小学校でも開設できないかについてお

答えいたします。 

 共働き家庭等の小１の壁を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学

児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験、活動を行うことができるよう、御嵩町放

課後子どもプランを策定し、計画的な整備等を進めております。 

 御嵩町放課後子どもプランには、今までお話ししてきました厚生労働省の推進する放課後児

童健全育成事業の放課後児童クラブと、文部科学省の推進する放課後子ども教室推進事業とが

あります。放課後子ども教室推進事業は、放課後及び小学校休業日に小学校や公民館等を活用

して、全ての子供を対象とした安全・安心な子供の居場所を設け、地域住民の参画を得て、子

供たちとともに学習や体験活動等の取り組みを推進するものであります。 

 御嵩町では、地域子ども教室と放課後子ども教室に取り組んでおります。地域子ども教室は、

教育委員会生涯学習係が担当し、上之郷公民館、御嵩公民館、中公民館、伏見公民館の活動と

して精力的に取り組んでいただいております。館長さんを初め公民館スタッフの皆様の御尽力

に心から感謝申し上げます。放課後子ども教室は、御嵩町放課後子ども教室推進事業実施要綱

の策定や関係者との連携調整など、平成 27 年度までに整備し、平成 28年度から上之郷小学校

でスタートいたしました。 

 上之郷小学校は、バス通学の関係で毎日が一斉下校であります。その中で、４、５、６年生

が委員会やクラブを実施している６時間目は、１、２、３年生は下校までは待機の時間となっ

ています。その時間を有効的に活用しようということで始まったわけです。希望者対象であり

ますが、上之郷小学校では、１、２、３年生全員が参加しています。地域、保護者の皆さんの

要望と下校の安全確保があること、さらに御嵩町文化協会や御嵩町スポーツ推進委員等の全面
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的な御協力があるということで開催することができたわけです。御嵩小学校や伏見小学校でも、

保護者の皆さんの要望と下校の安全確保を基本に、地域の協力を得ながら開設していきたいと

願っているところであります。 

 放課後子ども教室は、御嵩町教育委員会教育センターが担当していますので、御意見、御希

望等がございましたら御連絡ください。 

 以上、岡本議員の御質問により御嵩町放課後子どもプランをより活性化させ、全ての就学児

童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験、活動を行うことができるよう、さらに努め

てまいる決意をいたしました。ありがとうございました。今後ともどうかよろしく御指導、御

協力をお願い申し上げます。 

 以上で答弁を終わります。 

議長（山田儀雄君） 

 予定されました質問時間が既に経過しておりますので、これで岡本隆子さんの一般質問を終

わります。 

 ここで暫時休憩とします。再開予定時刻は 10時 20 分といたします。 

午前 10 時 09 分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午前 10 時 20 分 再開  

議長（山田儀雄君） 

 休憩を解いて再開いたします。 

 引き続き一般質問を行います。 

 10 番 大沢まり子さん。 

 質問は一問一答方式の申し出がありましたので、これを許可します。 

１０番（大沢まり子君） 

 議長よりお許しをいただきましたので、大きく２点について質問させていただきます。 

 ２年ぶりの一般質問で大変緊張しておりますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 厚生労働省では、健康に対する国民一人一人の自覚を高めて健康づくりの実践を推進してい

くことを目的として、毎年この９月を健康増進普及月間と定めています。本年の統一標語は、

１に運動、２に食事、しっかり禁煙、最後に薬、健康寿命を延ばそうとなっております。暑か

った夏が過ぎ、過ごしやすい日々が続きますこの９月は、体を動かしたくなるときでもあり、

食欲が増してくる時期でもあります。私も含め一人一人が自分自身の健康寿命について考えて

みたいものです。 

 そこで、１つ目の質問としまして、平成 25 年９月議会で提案をさせていただきました健康
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マイレージ事業についてお伺いをいたします。 

 当時の民生部長の答弁は、御嵩町においても国民健康保険の保険給付費や介護保険の保険給

付費は近年急激な伸びを示しており、町財政への負担も大きくなってきています。住民の健康

づくりの取り組みと、健康寿命を延ばす取り組みは積極的に行っていく必要がありますので、

一人でも多くの住民の方々が楽しく参加して、介護予防や健康づくりを行っていただけるよう

な創意工夫を先進的に取り組んでいる自治体を参考に調査・検討していきたいと考えています

という、大変前向きなお答えでした。本日は、その後の進捗状況と見解についてお伺いしたい

と思います。 

 前回の質問からはや４年がたちました。この間に取り組みを始めた自治体は数え切れないほ

どあります。例えば、北海道の栗山町のくりやま健康マイレージ事業は、健診を受けたり、講

演を聞いてポイントがたまる「家族でふやそう健康、元気な体とマイレージ」をキャッチフレ

ーズに、特定健診や各種がん検診の受診、健康づくり推進協議会主催の事業への参加でポイン

トをためて、すてきな商品と交換をする事業です。静岡県長泉町のながいずみ健康マイレージ

事業は、ポイントをためて健康とお得を一緒にゲットしましょう。身近なところから健康づく

りにチャレンジと呼びかけています。千葉県の君津市はこの６月から始まりました。18 歳以

上が対象で、健康診断やイベントに参加するとポイントが付与され、50 ポイント以上で、農

産物直売所で利用できる買い物券と交換ができ、150 ポイント以上で、特産物引きかえ券が当

たる抽せんに参加ができます。 

 また愛知県は県として取り組んでおりまして、県下 53 自治体のうち 43自治体が何らかの健

康マイレージ事業を導入しています。清須市の場合は、16 歳以上を対象に何らかの健診受診

が必須条件で、個人で健康づくりの目標を立てチャレンジして１日１ポイント、一定のポイン

トをためるとあいち健康づくり応援カードを受け取ることができ、協力店で利用することがで

きます。 

 岐阜県におきましては、岐阜市、関市が先進的な事業を展開しております。岐阜市は 20 歳

以上が対象で、健診などの受診２ポイント、イベント参加、最大６ポイント、日々の健康づく

り、最大２ポイントをゲットし、５ポイントがたまったら健康チャレンジに応募ができ、抽せ

んで豪華景品が当たります。また関市は、特徴的な取り組みとして、市民の皆さんから実行し

たい健康づくりを宣言する健康宣言を募集したり、ウオーキングを始めてみようかなと思わせ

るような手帳を作成しています。「せき＊しあわせヘルスマイレージ」は、市主催のイベント、

特定健診、がん検診などの健康づくりに参加して、健康ポイントをため、たまったポイントで

応募するとすてきな賞品が当たるという事業です。 

 長々と事例をお話しいたしましたが、それぞれの市や町では創意工夫をして事業を展開して
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みえます。御嵩町におきましても、いろいろな形で健康維持への取り組みがなされていて、健

康増進に努めていただいていますことは重々承知をしております。高齢の方へのお元気への取

り組みはかなり充実してきていると思います。さらに健康マイレージ事業として、若い年齢層

からポイントをためながら楽しく健康寿命を延ばす取り組みを行うことで、町民一人一人の元

気が町の活性化につながっていくと考えます。 

 健康を意識して生きていくことは大変重要なことです。そして、目標に挑戦することで健康

になり、続けることで健康寿命を延ばすことができます。健康な体で幾つになっても介護ボラ

ンティアポイントゲットにつなげていけたら最高に幸せなことではないでしょうか。各種健診

の受診率アップにもつながる事業でもあります。一日も早い御嵩版の健康マイレージ事業の導

入を願い、この４年間御検討いただいたことと当局の見解をお伺いいたします。 

議長（山田儀雄君） 

 民生部長 加藤暢彦君。 

民生部長（加藤暢彦君） 

 それでは、大沢議員の質問の１番目、健康マイレージ事業についてお答えをさせていただき

ます。 

 御質問は、４年前に提案した健康マイレージ事業のその後の検討状況と見解を伺うでありま

す。４年前の大沢議員の健康寿命を延ばすためにそれぞれ取り組んでいる介護予防事業、健康

増進事業などを一本化して、健康マイレージ事業として取り組めないかという御質問に対し、

当時の田中民生部長の回答は、御嵩町において一人でも多くの住民の方々が楽しく参加して、

介護予防や健康づくりを行っていただけるような創意工夫を、静岡県袋井市、兵庫県豊岡市な

どのポイント制度も参考にさせていただきながら調査・検討をしていきたいと考えていますで

ございました。調査・検討をするということでございましたけれども、町の方針が決するまで

に４年もの歳月がかかってしまったこと、まずはおわびを申し上げたいと思います。 

 ４年前にこの質問をされたときは、健康マイレージという言葉も大変珍しく、取り組んでい

る自治体も余り多くなかったというふうに記憶をしております。私自身も、４年前の 2013 年

に東京で行われました健康なまちづくりシンポジウムに出席させていただきまして、静岡県の

袋井市の市長さんみずから発表されました袋井市の健康施策の事例発表の中で、この健康マイ

レージという言葉を知り、大変興味を持った事業でもあります。 

 この４年間の間に全国で健康マイレージ事業や、それと同様の事業を実施する市町村は確実

にふえてきております。経済界や医療関係団体などでつくります日本健康会議によりますと、

昨年６月の時点でございますが、健康づくりポイントなどを導入するインセンティブ事業を行

っているのが、全国で 394 市町村、約 400 市町村に上るということでございます。現在はさら
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にふえているというふうに思っておるところでございます。 

 これまで他市町村の事例の調査・検討をしてきておりますが、マイレージの対象となる事項

や、マイレージの管理の仕方、それからマイレージによる商品や景品の内容、さらには事業へ

の住民や事業者のかかわり方等、実施方法は千差万別でございます。市町村の規模が大きけれ

ば、大手健康産業とタイアップして事業を実施しておりますし、協賛企業が多ければ景品の種

類も多種多様となっておるところでございます。事業実施の目的にも大きな違いがあるように

思いました。 

 ここで、もう少し全国の市町村の実例を紹介したいと思います。 

 横浜市では、2014 年から横浜ウオーキングポイント事業を開始しており、当初は 40 歳以上

を対象に始めましたけれども、昨年度からは対象を 18歳以上に拡大し、今では 24 万 5,000 人

もの市民が参加している大きな事業となっております。参加者は、市から無料で提供される歩

数計を身につけて歩き、2,000 歩ごとに１ポイントが付与されるというもので、１日最大５ポ

イントまで付与されています。市内の店舗や公共施設など、1,000 カ所に置かれた読み取り機

に歩数計をかざしますと歩数データが記録され、ポイントをためると特典があり、抽せんで商

品券が当たるというものでございます。参加者アンケートによりますと、１日の歩数がふえ、

運動習慣が改善され定着した。出かけることで周囲の人との会話や挨拶がふえたといった意見

が多くあり、地域のつながりにもよい変化が出てきているということだそうでございます。 

 愛媛県宇和島市では、この４月より市民の健康増進を図るため、歩いた歩数が自動計算され

るスマホ向けアプリ「うわじま歩ポ」といいますが、これの配信を始めました。こちらも

2,000 歩ごとに１ポイント、8,000 歩以上で１日最大４ポイントまで付与されております。一

定のポイントがたまればクーポン券や商品券と交換できるというものでございます。現在アプ

リ登録者は 2,300 人以上ということで、40 代から 50 代の年齢層の方に人気が高いということ

だそうでございます。 

 横浜市、宇和島市ともに万歩計、それからスマホのアプリを使ってウオーキングをしてもら

い、その歩数に応じてポイントを付与することにより、運動習慣の定着を目的として実施して

いるものでございます。 

 一方、栃木県の大田原市でございますが、健康受診を必須とし、受診をすると２ポイント付

与、さらに市の健康セミナーや講演会といった健康づくりの事業に参加するとポイントを付与

する。合計５ポイントを集めると温泉入浴券と交換したり、達成者の中から抽せんで賞品をプ

レゼントしていると。これをきっかけに初めて健診を受診した市民や、健康事業への参加者が

ふえ、健康への関心の喚起につながっているということで、受診勧奨や健康意識の醸成を目的

に実施をしておるというところでございます。 
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 岐阜県内でも、議員からお話のありました岐阜市、関市以外にも、羽島市、美濃市、恵那市、

飛騨市、富加町が事業を実施している状況でございます。可茂管内で唯一健康マイレージ事業

を実施している富加町にも視察をさせていただいておりますので、富加町の健康ポイント制度

を紹介いたします。 

 富加町は、2015 年から富加町健康チャレンジ事業という名称で事業を開始しております。

この事業の開始の目的が、各種健康診断の受診率を上げることにより医療費の削減につなげた

いというものでございます。そのため、健診受診者へのインセンティブ付与の方法としてポイ

ント制度を開始するに至ったということでございます。特定健診やすこやか健診などの各種健

診、保健指導への参加ポイント数を多くして対象事業としておりますし、各種健康教室や講座、

スポーツ大会、それから筋トレ教室なども対象事業としており、富加町の福祉保健課のみなら

ず、住民課、教育課、地域包括支援センターも巻き込んで各課の事業を幅広く対象事業として

おります。 

 特徴的なのは、町主催の事業に限らず、町内各種団体が主催する事業や活動も対象事業とし

ている点でございます。当然、健康に関する事業が対象となるわけでございますが、踊りの団

体やラジオ体操の団体、それから体操の団体とか、あるいは各地区シニアクラブの主催するサ

ロン活動への参加も対象としております。多くの方が参加しやすいようにしているところが特

徴かなというふうに思っております。各種健診や教室、各種団体の行事に参加し、ポイントカ

ードにスタンプを押してもらい、30 ポイントたまったら指定場所に提出し、年度末に抽せん

会を行い、当選したら商品がもらえるというものでございます。ポイントは翌年度以降も繰り

越しができ、なかなかポイントがたまらない方にも応募しやすくしてあるというところでござ

います。非常にシンプルなやり方で、高齢者にも大変わかりやすいということ、それから費用

面でも安価に抑えられることができるということから、御嵩町には、この富加町の方式が合う

のではないかなと感じているところでございます。 

 話が若干変わりますが、ここで御嵩町の各種健診の受診率について報告をさせていただきま

す。 

 特定健診の平成 28 年度速報値でございますが、御嵩町の受診率 33.90％、岐阜県平均が

37.40％、御嵩町の県内順位でございますが 30位、それから可茂管内順位でございますが８位、

９位が可児市、美濃加茂市が 10 位でございますので、管内の町村では御嵩町が最下位という

ことでございます。それから、すこやか健診の平成 28 年度速報値でございますが、御嵩町の

受診率が 13.90％、岐阜県平均が 22.55％、県内の御嵩町の順位が 36位、可茂管内の順位が８

位、９位が白川町、10 位が東白川村となっておりますので、管内の町村では６位となってお

りますけれども、可児市、それから美濃加茂市よりも受診率が低いというような状況でござい
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ます。以上のように、残念ながら受診率は非常に低い状況であるということでございます。 

 今申したとおりでございますけれども、御嵩町の特定健診などの受診率が非常に低くて、何

とか改善したいという思いもございます。受診することのインセンティブに、このポイント制

度も活用したいというふうに考えております。インセンティブの付与の仕方も含めて、それか

ら対象事業の範囲、それから要綱の制定など、詳細については今後詰めていくことになります。 

それからまた将来的ではございますけれども、健康ボランティアポイント制度とのカードの

共有化ということも検討していく必要があるのではないかなと思っております。そのことも今

後の検討課題というふうには認識しておりますけれども、まずはこの事業をスタートさせたい

というふうに思っております。住民の方々が楽しく参加していただけるような事業にしていき

たいと考えておりますので、御理解と御協力をよろしくお願いしたいと思います。 

以上で答弁とさせていただきます。よろしくお願いします。 

〔10番議員挙手〕 

議長（山田儀雄君） 

 10 番 大沢まり子さん。 

１０番（大沢まり子君） 

 今の御答弁の中で、一番最後にちょっと聞き間違えたか言い間違えられたか、健康ボランテ

ィア制度との一本化と言われましたけれども、介護ボランティアポイントとの一本化というこ

とでしょうか。この一点、お願いします。 

議長（山田儀雄君） 

 民生部長 加藤暢彦君。 

民生部長（加藤暢彦君） 

 済みません。言い間違えました。高齢者ボランティアポイント制度でございます。よろしく

お願いします。 

〔10番議員挙手〕 

議長（山田儀雄君） 

 10 番 大沢まり子さん。 

１０番（大沢まり子君） 

 ありがとうございます。 

 ４年間いろいろと検討、研究されていただいた成果がよくわかりましたし、御嵩町としても

進めていこうという思いで取り組んでいらっしゃるということでございますので、今お聞きし

ました受診率の余りの低さにちょっと驚いている感じですけれども、御嵩町としては、やはり

この４年間おくれてきた分、順位も低いのかなと思っておりますので、早速しっかりと取り組
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んでいただいて受診率アップにもつなげていただきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

１点目の質問はこれで終わります。 

 ２点目に、就学援助におけるランドセル等新入学児童・生徒学用品費の入学前支給を可能に

するための対応についてお伺いをいたします。 

 学校教育法第 19 条には、経済的理由によって就学困難と認められる学齢児童・生徒の保護

者に対しては、市町村は必要な援助を与えなければならないとしています。就学援助は、児

童・生徒の家庭が生活保護を受給するなど経済的に困窮している場合、学用品や給食、修学旅

行などの費用の一部を市町村が支給し、国がその２分の１を補助する制度です。しかし、例え

ばランドセルなど新入学時に必要な学用品の費用については支給はされるものの、国の補助金

交付要綱では、国庫補助の対象を小学校入学前を含まない児童・生徒の保護者としていたため

に、費用は入学後の支給になっていました。つまり、小学校入学前に購入する必要があるラン

ドセルや学用品について、就学前の子供は援助が受けられず、入学後の支給になり、家計の負

担が大きくなるこの時期に必要な支援が行き届いていませんでした。 

 しかし、既に国の補助を受けられないにもかかわらず、支給時期が４月以降と入学準備に間

に合わないことから、独自の取り組みとして、通常入学前に必要となる学用品や通学用品につ

いて、入学年度開始前に援助を実施している自治体もあります。今般、文部科学省では、その

要保護児童生徒援助費補助金要綱を平成 29 年３月 31日付で改正することにより、就学援助要

保護児童のランドセルの購入費など、新入学児童・生徒学用品の単価の見直しが行われ、小学

校では２万 470 円を４万 600 円に、中学校では２万 3,550 円を４万 7,400 円に拡充するととも

に、その支給対象者にこれまでの児童・生徒から新たに就学予定者を加えました。これにより、

入学前に支給を受けられるようになりました。 

 文部科学省からはこの改正に合わせ、平成 30 年度からその予算措置を行うとの通知がなさ

れたところであると思います。しかしながら、この措置はあくまでも要保護児童・生徒に限っ

たものであり、今回も準要保護児童・生徒はその対象にはなっておりません。全国的には、要

保護児童・生徒と準要保護児童・生徒の割合は、およそ 10 対１と言われております。圧倒的

に準要保護児童・生徒が多い状況です。その上、準要保護児童・生徒に対する国の予算措置は

ないために、全額町負担ということになります。御嵩町におきましては、現在、要保護はゼロ

人、準要保護は 160 人と伺っておりますが、ありがたいことに、今までも準要保護児童・生徒

も対象として、要保護児童・生徒と同様の支援を行っていただいております。 

 そこで、国の予算措置の対象とならない準要保護児童・生徒に対する新入学児童・生徒学用

品費の対応については、今後、文部科学省の通知に従い、その単価の変更及び入学前からの支
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給について、御嵩町においても判断していくことになりますが、私は今回の国における改正の

趣旨及び御嵩町における準要保護児童・生徒の現状を鑑みた場合、平成 30 年度から実施でき

るように進めることが大変重要であると考えます。具体的には、就学援助における、特に準要

保護児童・生徒を対象とする新入学児童・生徒学用品費の入学前からの支給に対応するための

予算措置、システムの変更、要綱等の改正について、今から確実に準備を進めていくことが必

要と考えます。いかがでしょうか、見解をお伺いいたします。 

議長（山田儀雄君） 

 教育長 髙木俊朗君。 

教育長（髙木俊朗君） 

 大沢議員の御質問、準要保護児童・生徒を対象とする新入学児童・生徒学用品費の入学前か

らの支給に対応するための予算措置、システムの変更、要綱等改正についての見解についてお

答えいたします。 

 初めに、文部科学省による就学援助制度について確認をいたします。 

 学校教育法第 19 条において規定され、要保護者に係る支援は、要保護児童生徒援助費補助

金により、補助対象品目に対し国庫補助率は２分の１となっております。準要保護者に係る支

援は三位一体改革により、平成 17 年度より国の補助を廃止し、税源移譲、地方財政措置を行

い、各市町村が単独で実施しております。平成 26年８月 29日に閣議決定された子供の貧困対

策に関する大綱において、国として就学援助の実施状況等を定期的に調査し公表するとともに、

就学援助ポータルサイトを整備するなど、就学援助の適切な運用、きめ細かな広報等の取り組

みを促し、各市町村における就学援助の活用、充実を図ることとされました。 

 子供の貧困対策に対する大綱に基づく調査等の結果により、平成 29年３月 31日に文部科学

省は要保護児童生徒援助費補助金交付要綱の一部を改正しました。内容は、今までの国庫補助

の対象は学齢児童または学齢生徒であり、小学校への入学前の子はいまだ学齢児童に該当しな

いため、これまで補助の対象としていませんでした。このような現状に鑑み、要保護児童生徒

援助費補助金の新入学児童・生徒学用品費等については、小学校への入学年度開始前の支給も

補助対象にできるよう交付要綱の改正を行ったものであります。 

 次に、御嵩町の就学援助の現状について確認をいたします。 

御嵩町児童・生徒就学援助費交付要綱では、次のように規定しております。就学援助費の支

給を受けることができる者は、御嵩町立の小学校及び中学校に在籍する児童・生徒の保護者で、

要保護者か準要保護者に該当する者。就学援助費の費目は、学用品費及び通学用品費、新入学

用品費、修学旅行費、校外活動費、学校給食費の５費目で、その支給額は予算の範囲内で定め

る。就学援助費の支給を受けようとする者は、毎年度、就学援助費認定及び交付申請書に必要
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事項を記入し、教育委員会に申請しなければならない。受給者は就学援助費をその受給目的以

外に使用してはならない。以上であります。 

 では、小学校新入学児童にかかわる平成 29 年度の就学援助のシステムやスケジュールにつ

いて説明いたします。 

10 月１日までに学校教育法施行令第１条から第３条の規定により、住民基本台帳に基づい

て学齢簿の編成をいたします。御嵩町では就学時健康診断の通知のため、小学校新入学児童の

学齢簿は９月１日に編成しています。９月５日に小学校新入学児童対象に就学時健康診断の案

内を発送いたしました。就学時健康診断を上之郷小学校、伏見小学校は 10 月５日に、御嵩小

学校は 10月 12 日に実施する予定であります。 

10 月 24 日に第３回御嵩町教育支援委員会を実施し、小学校新入学児童の適正な就学につい

て総合的な判断をいたします。11 月中に県教育委員会へ特別支援学級及び通級指導教室の設

置申請を提出いたします。12 月中に学齢簿に基づいて各小学校は入学説明会の案内を発送い

たします。その中に、学校が作成した学用品購入希望調査と、教育委員会からの就学援助制度

のお知らせを同封いたします。12 月１日付のほっとみたけ 12 月号において、就学援助制度の

お知らせを掲載します。 

１月中に平成 30 年度準要保護認定予定者リストをわかる範囲内で作成いたします。民生委

員と学校と教育委員会との情報交換会を向陽中学校区は２月１日に、共和中学校区は２月２日

に、上之郷中学校区は２月５日に実施予定であります。２月中に今年度認定者と新規申請者、

情報交換会でリストに上がった家庭に次年度の就学援助制度の案内を送付いたします。各学校

は小学校新入学児童を対象に入学説明会を、御嵩小学校は２月７日に、上之郷小学校は２月８

日に、伏見小学校は２月 14 日に実施予定です。各学校では、入学説明会の後半で申し込んで

いた学用品を保護者は購入いたします。 

３月上旬に４月１日付認定分を締め切りとし、認定作業を開始いたします。３月下旬に認定

事務を完了させ、臨時教育委員会にて平成 30 年度就学援助費の認定について諮問し決定いた

します。就学援助費の支給は、前期分は平成 30 年度の 10 月中旬、後期分は３月中旬でありま

す。伝票処理は半月前をめどに会計室に必着のため、支払い額の算出等は支払時期の約１カ月

前から開始しております。 

 以上でございますが、ここで御嵩町の就学援助費支給の世帯数と認定者数のこの５年間の推

移について報告いたします。小・中まとめて報告いたします。 

平成 25 年度は 71 世帯 118 人、平成 26 年度は 84 世帯 126 人、平成 27 年度は 106 世帯 152

人、平成 28 年度は 92 世帯 133 人、平成 29年度は 85世帯 124 人であります。この５年間では

平成 27 年度がピークになっています。認定者数の中で新入学用品費の援助が必要な小学校新
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１年生と中学校新１年生の数は、この５年間では、平成 25 年度は小１が 11 人、中１が 17 人、

平成 26 年度は小１が５人、中１が 16 人、平成 27 年度は小１が 14 人、中１が 22 人、平成 28

年度は小１が 11 人、中１が 21 人、平成 29 年度は小１が 12 人、中１が 24 人であります。予

算を計上していく上で参考にしています。 

 次に、準要保護児童・生徒の保護者に新入学児童・生徒学用品費をもうこの３月に支給でき

るようにした愛知県幸田町の例を紹介いたします。 

予算措置では、例年の１年生から６年生の積算に加えて、ゼロ年生のような位置づけで平成

29 年度の予算を計上し、ゼロ年生の人数算出は例年の傾向を見て割合で算出したそうであり

ます。１月末の入学説明会で案内を配付し、継続者に対して申請書類の用紙を送付したと。案

内の内容は次のようです。平成 29 年度就学援助制度について説明し、小・中学校新１年生の

保護者の方へとして、認定者のうち小・中学校の新１年生に新入学用品費が支給されます。２

月 17日までに申請した場合、３月中に支給しますと。期日は必着であります。４月 20 日まで

に申請した場合には、１学期の終了時に支給します。それ以降に申請した場合には、新入学用

品費は支給されませんということです。 

この案内に基づき、２月中旬に申請書を締め切り、１年生を優先的に認定していったそうで

す。２月 17 日までに申請があった場合でも、幸田町の小学校に入学するのか確約できないと

不確実な場合や、民生委員の確認が必要な場合には入学前に支給はしないそうであります。御

嵩町としても参考にしたい事例だと考えております。 

 以上の現状を踏まえ、御嵩町教育委員会としての見解をお話しします。次の４点について考

慮いたしました。 

 第１に、御嵩町教育委員会として「日本一子どもが幸せな町 御嵩町に！」を重視した対応

が期待されていることです。第２に、小学校新入生のランドセルを購入したり、新入学用品を

購入したり、体操服等購入したりするのは、12 月から３月に集中します。それ以前の購入も

あります。１年生となった 10 月に支給されるより、入学前の３月に支給されたほうが家計は

本当に助かると思います。第３に、平成 26 年８月 29日に閣議決定された子供の貧困対策に関

する大綱に基づいての取り組みでありますので、御嵩町としても前向きに検討していくことで

す。第４に、御嵩町の就学援助費の予算がその分増額するのではなく、新入学用品費だけの支

給年度が１年前になるだけのことであります。 

以上の点を踏まえ、今年度は予算措置システムやスケジュールの変更、要綱の改正等、多く

の整備が必要でございますので、来年度実施、平成 31 年度新入生から支給できるようにして

いきたいと考えております。 

 そのために、今年度は次の４点について取り組んでいきます。 
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第１に、児童・生徒就学援助のシステムやスケジュールの見直しです。今年度から例年２月

に配付していた教育委員会からの就学援助制度のお知らせを 12 月中に配付、またほっとみた

けに掲載していた就学援助制度のお知らせを２月から 12 月にするようにまず変えました。ほ

かに申請書の提出期限や、臨時教育委員会や認定の期日等について、入学前に支給できるよう

本年度いろいろ検討し、見直していきたいと思っております。 

第２に、予算措置の見直しであります。財政に説明し、平成 30 年度就学援助費予算要望の

中にゼロ年生として位置づけていきたいと考えております。 

第３に、御嵩町児童・生徒就学援助費交付要綱の改正です。第２条の受給資格に、就学援助

費の支給を受けることができる者は、御嵩町立の小学校及び中学校に在籍する児童・生徒と規

定されておりますが、それに「もしくは就学予定者」をつけ加えることになるかと思います。 

第４に、新入学用品費の見直しであります。御嵩町では、新入学用品費として、小学校１年

生に２万 470 円、中学校１年生に２万 3,550 円支給しております。これは、文部科学省が要保

護児童生徒援助費補助金で算出している平成 28 年度予算単価と同額であります。今回の文部

科学省による要綱の一部改正で平成 29 年度予算単価の見直しがあり、小学校１年生に４万

600 円、中学校１年生に４万 7,400 円となっております。財政と相談し見直していきたいと考

えております。 

 以上、大沢議員の御質問により、御嵩町の就学援助について見直していく観点が明確になり

ました。ありがとうございました。「日本一子どもが幸せな町 御嵩町」となるよう、さらに

努めてまいります。御理解と御協力をよろしくお願いいたします。以上で答弁を終わります。 

〔10番議員挙手〕 

議長（山田儀雄君） 

 10 番 大沢まり子さん。 

１０番（大沢まり子君） 

 ありがとうございます。 

 平成 30 年度から実施を予定する場合には、やはり時間的なものがかかるということで、本

来であれば６月議会で質問させていただきたかった案件でありますけれども、９月議会となり

ましたので、31 年度から実施をしていただけるという御答弁いただきまして、大変ありがた

く思っております。 

 子供たちの、この貧困の格差によって教育の格差が生まれないような施策の一つとして考え

ておりますので、適切な時期に適切な援助が子供たちにできるよう、今後ともよろしくお願い

したいと思います。 

 以上で質問を終わります。ありがとうございました。 
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議長（山田儀雄君） 

 これで大沢まり子さんの一般質問を終わります。 

 続きまして、９番 加藤保郎君。 

９番（加藤保郎君） 

 それでは、議長に通告をしておりました件につきまして、了承をいただきましたので質問し

ます。 

 私の質問は、全国学力学習状況調査結果についてであります。 

 平成 19 年度に 43 年ぶりに再開しました全国学力学習状況調査は、本年で 11 年目を迎えて

おります。学力テストをめぐる状況は新聞等報道機関でいろいろな物議を醸し出しております。

例えば学校の序列化が進むとか、問題の解決力は伸び悩むとか、発達障害の子に欠席を促すと

か、低学力児童のデータは除外などなどの批判の報道があります。一方では、地域差縮小、学

力テストの地域差が縮小してきたと。小学校では改善傾向があると。平均で成果などもいろい

ろと報道がなされております。そういうよい傾向の状況も報道されておるわけですが、しかし、

それらにしても年々内容的にまちまちであって、学校ごとの学年ごとの対象児童・生徒の状況

でも左右はされております。 

 本年８月 28 日に文部科学省が結果を公表しました。新聞の発表では、岐阜県内の状況は 29

日の中日新聞岐阜県内版で、県内は従来の傾向が続くというふうに見出しをつけて、正答率小

学６年低く、中学３年高いとの小見出しもありました。その結果をパソコンで集計しましたら、

こんなような状況であります。小学校は国語のＢが若干上ですが、あとは結構低い状況。中学

校は結構高い状況にありました。序列化が進むとか、そんなような格好でのこういう検討は余

りいいことではないかもしれませんが、現状を知る上ではこういうものも必要だと思っており

ます。 

 そんな中ですが、御嵩町では教育長がみずから平成 28 年度、これ昨年ですが、学力学習状

況調査の結果について公表しています。「朝霧」に挟んで皆さん方の手元に行っておるものと

思っております。そんな中、本年度の公表はこれから出されると思いますが、町内の児童・生

徒の状況はいかがでしたでしょうか。 

 かわりまして、21 世紀御嵩町教育・夢プランでは、学力学習状況調査等の結果を分析し、

指導に役立てるということで、この中に内容が書かれております。各学校の指導改善サイクル

を確立し、指導改善に役立てるという具体的実践項目があり、評価は全て二重丸でございまし

た。御対応の学校現場や教職員にあってしっかりとした取り組みを実践されていることは、御

嵩町の子供たちにとってとても喜ばしいことと思っております。 

 一方では、教職員の働き過ぎとの言葉が最近では目立つようになり、部活動の日にちや時間
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の制限等も検討されたり、退校時間の設定なども指導されるようになってきました。こんなよ

うな報告、教職員の働き方改善プラン 2017 というのも出されまして指導に当たってみえるこ

とと思います。 

 そんな中ですが、21 世紀御嵩町教育・夢プランには、同じような事業項目が掲載されてお

り、重複的な感じがするわけであります。１つに学力向上推進事業の推進、２つ目として学力

学習状況の調査の活用、３つ目としてきめ細かな学習指導の充実があります。大きな傘のもと

に学力向上推進事業の推進があり、そのもとというか、枝分かれした部分に学力学習状況調査

の活用、きめ細かな学習指導の充実があることは理解をしますが、お互いに重複する部分の取

り扱いについて、教職員の働き過ぎの解消に向け、考えはいかがでございましょうか。 

 各小・中学校でも精いっぱいの取り組みにより学力向上に取り組んでみえますが、成果が上

がればもっと積極的な取り組みも期待できると思いますが、教育長の指導等について、今後の

結果に基づいて考えるわけですが、そこで、以下のことについて質問をさせていただきます。 

 問１として、平成 29 年度の公表しようとしている結果はですが、資料の添付があれば、そ

れに対するコメントで結構ですが、今回資料が出されないということで、まだ発表は 11 月と

いうことですのであれなんですが、各学校では実施時にそれぞれ分析を行っていると思います。

その一部で結構ですから、報告等あって、どんなような分析がなされたかということを答弁い

ただければありがたいと思っております。 

 問２として、教育・夢プランで結果等に対する取り組みが記載されていますが、成果は。例

えば、自主採点の結果と分析、指導改善プランの取り組みなど、毎年生徒が異なるが、指導が

どのようになされておるかということについてお聞きします。 

 ３番目として、学力向上推進事業との調整。例えば、小・中連携事業等の取り組みについて

向上策はどうですかということ。特に、上之郷や御嵩小と向陽中との関係。小規模と中規模に

おける取り組みの状況がもしわかれば。 

 それから４番目として、きめ細やかな学習指導との調和は。例えば、補助教員や教育相談員

の必要性等、多くの方は配置をしておるわけですが、そこら辺に対する教育の考え方等につい

て御答弁いただければありがたいと思っておりますので、よろしくお願いします。 

議長（山田儀雄君） 

 教育長 髙木俊朗君。 

教育長（髙木俊朗君） 

 本日３回目の答弁となります。御嵩町の教育の現状や取り組み内容について、広く公表でき

ますことを心から感謝申し上げます。 

 それでは、加藤議員の御質問の４点についてお答えいたします。 
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 初めに、平成 29 年度の公表しようとしている全国学力学習状況調査の結果についてお答え

いたします。 

 文部科学省は、義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童・生徒

の学力や学習状況を把握、分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図るとともに、

学校における児童・生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。さらに、そのよ

うな取り組みを通じて、教育に関する継続的な検証、改善サイクルを確立するという目的で、

平成 29 年度全国学力学習状況調査を実施いたしました。調査対象は小学校６年生と中学校３

年生で、調査内容は国語、算数・数学。質問紙調査は児童・生徒対象と学校対象であります。 

 御嵩町教育委員会は、保護者や地域住民に対して説明責任を果たすために、児童・生徒の学

力学習状況について積極的な情報提供を行うとともに、教育施策の成果と課題を検証し、学校、

家庭、地域社会が協力してその改善を図ることが重要であると考えております。 

そこで、町長、教育委員会、校長会等で協議し、先生や児童・生徒のやる気につながるもの、

そして保護者や地域住民の協力を得るために、平成 26 年度から全国学力学習状況調査に対す

る実施要領に基づいた公表を積極的に行っています。教育センターだよりや御嵩町ホームペー

ジで公表しております。 

 平成 29 年度全国学力学習状況調査に関する実施要領には、調査結果の公表に関して次のよ

うに示されています。教育委員会や学校が保護者や地域住民に対して説明責任を果たすことが

重要である一方、調査により測定できるのは学力の特定の一部分であること、学校における教

育活動の一側面であることなどを踏まえるとともに、序列化や過度な競争が生じないようにす

るなど、教育上の効果や影響等に十分配慮することが重要である。以上であります。 

 御嵩町教育委員会が例年公表する内容は、御嵩町及び各学校の状況、そして各学校による考

察、課題、改善策であります。特に、考察、課題、改善策は大事で、各学校が 10 月までに保

護者に向けて公表した内容の一部をまとめております。ほかに、児童・生徒対象の質問紙調査

についての結果も一部公表しております。 

 本日の答弁では、御嵩町教育委員会が実施した分析の一部を紹介します。なお、本年度から

平均正答率だけでなく、新たに中央値についても活用し、御嵩町及び各学校の実態をより多面

的に分析するよう努めました。中央値とは、集団のデータを大きさの順に並べたときに真ん中

に位置する値のことで、平均値とともに集団における代表値として捉えられています。一部の

データが突出して大きい場合や小さい場合には、中央値のほうが実態を反映している場合もあ

るからです。中央値については文部科学省では正答数であらわしています。 

 それでは、初めに中学校です。 

 まず、平均正答率による分析です。全国も岐阜県も昨年度の結果と比較すると、国語Ａ・Ｂ、
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数学Ａ・Ｂともに２ポイントから６ポイント上がっております。昨年度と比較して問題の難易

度がやや下がっていると言えます。御嵩町全体の結果は、国語Ａ・Ｂは全国と比較してほぼ同

等ですが、数学Ａ・Ｂは全国と比較してやや低く、昨年度の御嵩町と比較しても、国語は向上

しておりますが数学に課題があり、個に応じた指導についてさらなる対策が必要であります。

中央値による分析では、御嵩町全体の結果は、国語Ａ・Ｂは全国と同等、数学Ａ・Ｂは全国と

比較してやや低くなっております。これは平均正答率と同様な分析結果が出ております。 

 続いて学校別です。 

上之郷中学校は、平均正答率による分析では、国語Ａ・Ｂ、数学Ａ・Ｂとも全国と比較して

高く、生徒個々の生活や学習の状況を把握し、その実態に即した支援を家庭の理解と協力を得

ながら全校体制で進めている成果が出ております。中央値による分析では、全国と比較して国

語Ａ、数学Ａは高く、国語Ｂ、数学Ｂはやや高い状況で、上位に位置する生徒は多いことがわ

かります。少人数指導の成果だと言えます。 

 向陽中学校は、平均正答率による分析では、国語Ａは全国と比較してほぼ同等、国語Ｂはや

や高く、昨年度と比較しても国語が大きく向上しております。数学Ａ・Ｂはともに全国と比較

してやや低くなっておりますが、昨年度より向上しております。個に応じた指導の成果ですが、

さらなる指導の充実が必要であります。中央値による分析では、全国と比較して、国語Ａ・Ｂ

はほぼ同等、数学Ａ・Ｂはやや低い状況です。低位の生徒に対する基礎的な学習に関して、さ

らなる指導が必要です。 

 共和中学校は、平均正答率による分析では、国語Ａ・Ｂ、数学Ａ・Ｂとも全国と比較してや

や低く、昨年度と比較しても全体的に正答率が下がっています。該当学年は、個に応じた指導

についてさらなる対策が必要です。中央値による分析では、全国と比較して、国語Ａ・Ｂはほ

ぼ同等、数学Ａ・Ｂはやや低い状況です。国語は上位の生徒が多いということが言えます。数

学については、低位の生徒の底上げが本当に必要であります。 

 次に小学校です。 

 まず平均正答率による分析です。全国、岐阜県も昨年度の結果と比較すると、国語Ａは一、

二ポイント上がり、国語Ｂが同等、国語Ａの問題は少し難易度が下がっているなと言えます。

算数Ａは同等、算数Ｂは２ポイントほど低くなり、算数Ｂの問題は、昨年度と比較して難易度

がやや上がっていると言えます。 

 御嵩町全体の結果は、国語Ａ・Ｂとも全国と比較してほぼ同等で、昨年度と比較して向上し

ています。算数Ａ・Ｂとも全国と比較してやや低く、昨年度と比較しても下がっています。算

数の指導のあり方について見直す必要があると考えています。中央値による分析では、御嵩町

全体の結果は、国語Ａは全国と同等、国語Ｂは全国よりやや高く、昨年度より向上しています。
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算数Ａ・Ｂは全国と比較してやや低くなっています。昨年度よりも下がっております。 

 続いて、学校別です。 

 上之郷小学校は、平均正答率による分析では、国語Ａ・Ｂ、算数Ａ・Ｂともに全国と比較し

て高く、昨年度と比較しても全体的に正答率が上がっております。個に応じたきめ細かな指導

の成果と言えます。中央値による分析でも、全国と比較して国語Ａ・Ｂは高く、算数Ａは同等、

算数Ｂはやや高い状況で、上位に位置する児童が多いことがわかります。少人数指導の成果と

言えます。 

 御嵩小学校は、平均正答率による分析では、国語Ａ・Ｂともに全国と比較してやや高く、昨

年度と比較しても向上しています。算数Ａ・Ｂともに全国と比較してやや低い状況です。該当

学年は、特に算数での個に応じた指導についてさらなる対策が必要であります。中央値による

分析では、全国と比較して国語Ａはやや低く、国語Ｂはやや高く、算数Ａ・Ｂは同等です。特

に、算数では下位の児童の底上げが課題だと言えます。 

 伏見小学校は、平均正答率による分析では、国語Ａ・Ｂ、算数Ａ・Ｂともに全国と比較して

やや低く、昨年度と比較して国語Ａが向上しています。国語科の研究の成果だと思います。た

だ、全体的に正答率が下がっていまして、該当学年の個に応じた指導についてさらなる対策が

必要であります。中央値による分析では、全国と比較して国語Ａ・Ｂはほぼ同等、算数Ａ・Ｂ

はやや低い状況です。国語は上位に位置する児童が多いことがわかります。上位の児童を活躍

させ、仲間と学び合う学習を組織していくことも大切だと考えております。 

 次に、児童・生徒対象の質問紙調査から御嵩町の特徴の一部を探ってみました。 

 平成 29年度全国学力学習状況調査の質問紙調査の目玉は、児童・生徒質問紙の中学校 41番、

小学校 39 番の「先生は授業やテストで間違えたところや理解していないところについて、わ

かるまで教えてくれますか」であります。御嵩町は、「当てはまる」「どちらかと言えば当て

はまる」が、小・中学校とも全国より２ポイントほど低い状況です。個に応じたきめ細かな指

導により、わかるまで教えてくれているかどうかという児童・生徒の意識は、授業改善の重要

なポイントです。３つの見届けるを授業改善の視点とし、個に応じたきめ細かな指導の充実を

今後もさらに推進していきたいと思います。 

 児童・生徒質問紙の中学校 18 番、小学校 18 番の「学校の授業時間以外にふだん１日当たり

どれぐらいの時間読書をしていますか」では、御嵩町は２時間未満１時間以上と答えたのが、

小・中学校とも全国より２から４ポイントほど高い状況であります。今回の調査で、御嵩町の

児童・生徒の国語の成績が向上している理由の一つだと考えています。 

 また、児童・生徒質問紙の中学校 19 番、小学校 19番の「昼休みや放課後、学校が休みの日

に本を読んだり借りたりするために、学校図書館や地域の図書館にどれくらい行きますか」で
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は、御嵩町は「週に４回以上行く」と「週に一、二回程度行く」が、小・中学校とも全国より

７から 18 ポイントほど高い状況です。図書館へ行く児童・生徒が多いという実態は、今、御

嵩町子どもの読書活動推進計画を改定しているわけですが、大きな励みになっております。う

れしい実態であります。 

 児童・生徒質問紙の中学校 54 番、小学校 52 番の「いじめはどんな理由があってもいけない

ことだと思いますか」では、御嵩町は「当てはまる」が小・中学校とも全国より３から５ポイ

ントほど高い状況です。御嵩町子どもの笑顔づくり条例に基づく笑顔づくり標語募集や、笑顔

づくり子どもサミット、笑顔づくり学校表彰等の取り組みの成果が出てきております。 

 次に、２点目の御質問、教育・夢プランで結果等に対する取り組みが記載されているが成果

は。例えば自校採点の結果と分析、指導改善プランの取り組みなどについてお答えいたします。 

 平成 29 年度は、21 世紀御嵩町教育・夢プラン第３次改訂の２年目であります。学校教育の

重点、確かな学力を育成しますは、基礎的、基本的な知識・技能の確実な定着と、それらを活

用する思考力、判断力、表現力の育成、学ぶ意欲の向上に努めております。そのための具体的

な事業として、１つ、御嵩町学力向上推進事業の推進、２つ目、学力学習状況調査の活用、３

つ目、きめ細かな学習指導の充実の３点に取り組んでおります。 

 その中の事業、学力学習状況調査の活用では、全国学力学習状況調査の結果を分析し、指導

改善に役立てる。そして、各学校の指導改善サイクルを確立し、指導改善に役立てるの２点を

具体的な実践項目として上げて取り組んでおります。 

この取り組み内容は、第２次岐阜県教育ビジョン基本目標１の(1)確かな学力の育成に係る

施策で、学力向上指導力強化支援事業として、岐阜県の全小・中学校が取り組んでいるもので

あります。内容は、１年間の指導改善サイクルを生かした実践を推進するもので、全国学力学

習状況調査や岐阜県学習状況調査等の結果分析を十分に踏まえて指導改善プランを作成し、学

力向上に向けた系統的、発展的な指導の構想を立てて実践していきます。指導改善プランには、

１．児童・生徒の実態とその分析、２．児童・生徒の学習意欲、学習方法、学習環境、生活の

側面等の実態とその分析、３．指導改善の具体的な取り組み、４．経過検証の時期と方法との

４項目があり、定期的に見直し、修正を加えています。 

 ここで、指導改善サイクルを生かした実践について、具体的にお話しいたします。 

 ４月 18 日の全国学力学習状況調査実施後、全教職員で協力して自校採点を行います。この

結果を県教育委員会に報告いたします。各学校は、結果の分析と指導方法の研究を開始します。

各学校では結果を共有し、特に正答率の低い問題については再挑戦させ、確実に伸びが見られ

るようにします。また、保護者にも公開しながら対応するようにしています。 

５月 15 日に県教育委員会から自校採点の報告分の結果状況、正答率と無回答率が報告され
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ました。各学校では、結果状況を自校の分析に役立てています。自校採点結果を踏まえて、県

内全ての学校が６月以降に指導方法の工夫、改善を図ることができるように、６月７日に県教

育委員会から指導改善資料第一弾、子供の目線に立つ 2017 が送付され、各学校は活用してお

るところであります。今回の８月の結果公表を受け、子供たちの実態から指導の成果と課題を

見詰め、指導改善プランの見直しを行っているところでございます。 

今後は、２学期、３学期と指導改善の具体的な取り組みを推進し、１月 16 日火曜日に実施

される岐阜県学習状況調査に挑みます。県内全ての小学生４年、５年生と中学２年生を対象に、

小学校は４教科、中学校は５教科の調査を実施し、指導の成果を検証するとともに、結果を分

析し指導改善に活用します。そして、３月には実践研究を振り返り、来年度への指導の方向を

策定いたします。このように方策をもとに、常に見直しを図りながら指導改善サイクルを生か

した実践に努めております。 

 ここで、働き方改革についてお話しします。 

 学校を取り巻く環境が複雑化、多様化し、学校に求められる役割が拡大するとともに、授業

改善等への対応も求められている中、教職員の長時間労働の改善が課題となっています。国や

県では、教職員が児童・生徒と向かい合う時間を確保し、誇りとやりがいを持てる教育現場の

環境を確保するために、その方策を検討し、時間外勤務の縮減等、教職員の勤務環境の改善に

取り組んできました。御嵩町教育委員会は、教職員も児童・生徒も、みんなの元気と笑顔があ

ふれる学校にするために、この８月１日から教職員の働き方改革プラン 2017 御嵩町版に取り

組み、教職員の長時間勤務の解消のため、正確な時間の把握と、長時間勤務教職員の指導、Ｉ

ＣＴを活用した校務支援システムの導入、中学校部活動における練習時間や休養日の設定等を

着実に実行することといたしました。 

 学力向上の取り組みは教職員として本務であり、その確実な遂行のために教材研究等の時間

が確保できるようにするために、教職員の働き方改革プラン 2017 御嵩町版に取り組むわけで

す。本務の確実な遂行のために、スリム化できるところはしていくということが基本です。各

学校では、スリム化すべきこととスリム化すべきではないことを明確にしていくよう指導して

いるところであります。 

 次に、３点目の学力向上推進事業との調整は。例えば、小・中連携事業等の取り組みについ

てお答えいたします。 

 「「楽しいな 分かったよ できたよ」高まる子ども みんなの力で」をスローガンとする

学力向上推進事業は、御嵩町教育委員会学校教育課の最重要事業であります。完全学校週５日

制がスタートした平成 14 年度より、文部科学省は確かな学力の向上を図り、学力向上フロン

ティア事業を開始しました。可茂地区では、御嵩小学校と共和中学校が研究指定校となり、御
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嵩町は教頭会を中心に学力向上推進委員会を設置し、御嵩小学校と共和中学校の実践だけでな

く、全小・中学校の実践を交流し、広げ深めてきました。その基盤の上に立ち、平成 19 年度

から全体の学力の一層の向上事業、平成 22 年度から今の御嵩町学力向上推進事業として、

小・中連携、中学校区ぐるみの学力向上に取り組んできました。 

 校区の小・中交流会は、春、秋、夏の年３回開催し、教職員や児童・生徒の交流が深められ、

平成 25 年度より秋の交流会のうち、指定した校区の交流会に御嵩町全教職員が参加し、御嵩

町全体の取り組みとなるよう、実践内容の共通理解を図るようにしております。本年度は 11

月８日水曜日、上之郷中学校で実施します。町民の皆様方の御参観をよろしくお願いいたしま

す。 

 スローガンの「みんなの力で」の４観点を次のように設定し、各校は取り組み内容を明確に

して研究に励んでいます。 

みんなの力での１点目は、学校です。生きる力を育み確かな学力を身につけさせるための授

業改善の推進に努めています。これは学力向上のための重要な点でございます。 

２点目は、校種連携です。幼保小中高の連携や積み上げや接続を大切にし、幼保小中高を見

通した教育の構築に努めています。この実践は岐阜県内でも高く評価されております。 

３点目は、家庭・地域連携です。家庭や地域と連携を深め、それぞれの教育力を生かし活用

する教育の構築に努めております。 

４点目は、児童・生徒です。先生や保護者に頼るだけではなく、学力の向上のために児童・

生徒自身が自主的、自発的に取り組む活動を推進するようにしております。 

これらの取り組みは、学校教育推進の基盤となるもので、最も大切にしていることです。他

の事業項目と重複するものではなく、調整するということもありません。 

 最後に、４点目のきめ細かな学習指導との調和は。例えば、補助教員や教育相談員の必要性

等についてお答えいたします。 

御嵩町教育・夢プランの学校教育の重点、確かな学力を育成しますの具体的な事業の３点目、

きめ細かな学習指導の充実は、３つの具体的実践事項に努め、それぞれで成果を上げておりま

す。 

第１点目は、小学校低学年における 30 人未満学級編制の必要性を明らかにするです。この

取り組みは御嵩町独自のもので、県内外からの問い合わせもあります。現在全ての小学校にお

いて、１、２年生の児童数が 25 人以下となり、個々の児童の状況把握や指導など、きめ細か

にされております。そのため、どの学級も落ちついた態度で学習に取り組めるようになってお

ります。 

２点目は、補助教員や教育相談員の必要性を明らかにするです。御嵩町が採用し、学級担任
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や教科担任の補助教員として、支援が必要な児童・生徒に寄り添いながらきめ細かな指導がで

き、落ちつきのある学校づくりに寄与しております。また、教育相談員は問題を抱える児童・

生徒だけでなく、家庭環境にも目を向け、生徒指導、担任などと連携を図りながら積極的な指

導に努めております。不登校児童・生徒が減少しております。 

３点目は、少人数指導、教科担任制、小・中兼務教員の活用、小・中連携を生かした指導体

制等の成果を明らかにするです。御嵩町教育委員会が申請し、岐阜県教育委員会が配置するも

ので、少人数指導による習熟度に合わせた指導や、小学校の教科担任、小・中兼務教員による

専門的な指導が児童・生徒の学習内容の理解に効果を上げております。 

 これらの取り組みは、学校教育指導の体制整備となるもので、御嵩町や岐阜県教育委員会の

協力が必要なものです。よって、他の事業項目と重複するものではありません。しかし、整備

されるだけではなく、いかに有効に活用されるかが大切で、他の教職員との調和を図りながら

学校では取り組むように努めております。 

 以上、加藤議員の御質問により、21 世紀御嵩町教育・夢プラン第３次改訂の２年目の学校

教育の重点、確かな学力を育成しますの具体的な事業、御嵩町学力向上推進事業の推進、そし

て学力学習状況調査の活用、最後にきめ細かな学習指導の充実の３点について、取り組み内容

が明確にすることができました。ありがとうございました。確かな学力の向上のためにさらに

努めてまいります。御理解と御協力をよろしくお願いいたします。 

以上で答弁を終わります。 

〔９番議員挙手〕 

議長（山田儀雄君） 

 ９番 加藤保郎君。 

９番（加藤保郎君） 

 どうも丁寧な答弁ありがとうございました。 

また今後、学力学習状況調査につきましては公表されますので、よく熟読させていただきた

いと思っております。よろしくお願いします。 

 今回の一般質問は、民生文教常任委員が３名、子育てから高齢者の認知症関連までの質問を

させていただきました。特に、児童クラブや高齢者認知症関連は、今回の熊本県の視察研修で

学んできた事柄であります。本日の質問により、他の自治体の先進的な事例を各部長さん方が

答えられましたが、御嵩町の子育て支援策から高齢者の支援策までの行政施策が今後ますます

充実し、それに伴って人口減少に歯どめがかかるくらい、行政上の先進地となる施策が充実す

ることを期待し、一般質問を終わります。ありがとうございました。 

議長（山田儀雄君） 
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 これで加藤保郎君の一般質問を終わります。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  散会の宣告 

議長（山田儀雄君） 

 以上で本日の日程は終了いたしました。 

 次の本会議はあす９月 13 日の午前９時より開会をいたします。 

 これにて散会をいたします。御苦労さまでした。 

午前 11 時 43 分 散会  
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